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 気象庁における緊急地震速報の精度向上、情報発表の迅速化に向けた取り組
みについては、これまでも報告しているところであるが(詳細は気象庁 HP 審議
会・検討会等のページ参照)、最近の動向について報告するとともに、今後の予
定について述べたい。 
 気象庁は、平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に対して、緊急地震
速報（警報）を、最初の地震波の検知から 8.6秒後に発表した。緊急地震速報（警
報）を発表した全ての地域に対して主要動の到達前に発表した。しかし、この
時点で推定したＭは 7.2であったため、震度予測が過小となった。緊急地震速報
は、第 15 報（最終報）まで発表し、第 14 報以降において M8.1 を推定、最大
震度６弱を予測、東北地方から関東地方や北陸地方の広い範囲に震度４以上を
予測した。しかし、緊急地震速報(警報)の発表・更新は、地震波検知から 60 秒
後までとして運用しているため、更新報を発表することはなく、例えば関東地
方を対象とする緊急地震速報(警報)の発表をしていない。また、現在の緊急地震
速報では、揺れの振幅予測式の距離減衰補正に用いる断層までの最短距離とし
て、震源を中心とした推定Ｍに応じた半径の球面上からの距離を採用している。
これが一因となって、この巨大地震の断層面の広がりを正しく評価できず、適
切な震度予測ができなかった。さらに、この地震の発生後、全国の地震活動が
活発化し、時空間的に近接して複数の地震が発生した場合などに適切な緊急地
震速報が発表できない事例が多数あった。 
 これらに対処するため、気象庁では、①震源断層の広がりの過小評価（含 M
の飽和）による震度の過小予測の克服と、②ほぼ同時に発生する地震を適切に
分離できないことによる不適切な情報発表対策を主要課題としてとらえ、これ
までも対策を講じてきており報告しているところであるが、処理システムの更
新を機に順次緊急地震速報処理のより一層の高度化を予定している。具体的に
は、②の対策として、従来型の震源要素に基づく予測の高度化として溜渕・山
田・Wu(2014)によるパーティクルフィルタを用いた手法(IPF 法)であり、①と
②の対策として、リアルタイム震度モニタ型予測(PLUM 法)と従来型の震源要
素に基づく予測のハイブリッド化(小寺・他, 2014)である。前者は、尤度関数と
して、各観測点における地震波検知時刻だけでなく、最大振幅、B-Δ法、主成
分分析法の処理結果、未着情報を用いており、従来の緊急地震速報処理の迅速
性と同時多発地震識別におけるロバスト性の両方を兼ね備えた震源推定手法で
ある。後者の PLUM法は、Hoshiba (2013)の簡易版で、観測された大きな震度
をもたらした波動場は四方八方に伝播すると仮定し、予測対象観測点周辺半径
Xkm以内の観測点における最大観測震度を予測震度とするものであり、これを
従来型の震源要素に基づく手法とハイブリッド化する手法である。 
 また、気象庁では、平成 25年３月から長周期地震動に関する観測情報の発表
を、気象庁 HPを通じて試行的に開始した(相澤・他, 2014)。現在、長周期地震
動版の緊急地震速報である予測情報の発表について技術的検討を行っていると
ころであり、現行の緊急地震速報と同様の距離減衰式(防災科技研提案)を用いた
手法をひとつの候補に考え、評価を行っている(小上・他, 2014)。東北地方太平
洋沖地震を含め、観測と予測の差異を比較したところ、実用に耐えるレベルで
あると考えている。予測情報の発表については、平成 28年度を目途に開始した
いと考えている(詳細は気象庁 HP審議会・検討会等のページ参照)。 
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